
１．重要な会計方針

 （１)有価証券の評価基準及び評価方法

　（ア）満期保有目的の利付商工債券については取得価額とした。

　（イ）関係法人株式については取得価額とした。

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価方法は最終仕入原価法による原価法とした。

 （３）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法または旧定率法を採用している。

　但し、平成10年４月１日以後に取得した建物（付属設備を除く）については旧定額法、

 平成１９年４月１日以後に取得した建物（付属設備を除く）については定額法、

  平成２８年４月１日以後に取得した建物付属設備及び構築物については定額法を採用している。

②無形固定資産

　定額法を採用している。

③長期前払費用

　法人税法の規定に基づく期間均等償却

 （４）引当金の計上基準

　退職給付引当金については、期末退職給与の要支給予定額とした。

 （５）消費税などの会計処理

　消費税等の会計処理は税込方式による。

 （６）税効果会計

　法人税法上の収益事業にかかる課税所得の額に重要性が乏しいため適用しない。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

特定資産

近代化基金

施設運営基金

利子補給資金

事業資金

0 0 9,771,125

80,278,539 0 5,408,528 74,870,011

0 0 2,616,832,0132,616,832,013

1,054,089,508 0 0 1,054,089,508

9,771,125

10．財務諸表に対する注記

該当なし

＜運輸事業振興助成交付金
事業＞

期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額勘定科目
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固定資産

土地

建物

建物付属設備

構築物

車両

備品什器

機械設備

電話加入権

下水道施設利用権

長期前払費用

建設仮勘定

＜一般事業＞

退職給付引当資産

財政調整積立金

記念事業積立金

緊急救援輸送対策積立金

＜研修会館等事業＞

＜施設運営基金事業＞

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

小　　　計 0 (0) (0) ―

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

勘定科目

特定資産計 6,202,434,560 46,528,761 93,647,817 6,155,315,504

合　　　計 6,202,434,560 46,528,761 93,647,817 6,155,315,504

小　　　計 46,309,705 0 0 46,309,705

小　　　計 146,160,527 16,353,419 0 162,513,946

施設整備・維持管理引当資
産

46,309,705 0 0 46,309,705

施設取得資金（公） 38,587,288 7,046,737 0 45,634,025

施設取得資金（収、他） 98,883,239 9,306,682 0 108,189,921

小　　　計 230,483,824 13,304,368 7,094,580 236,693,612

施設備品什器補修引当
資産

8,690,000 0 0 8,690,000

23,019,267 0 0 23,019,267

60,000,000 0 0 60,000,000

86,475,057 13,304,368 7,094,580 92,684,845

60,989,500 0 0 60,989,500

0 0 0 0

小　　　計 5,779,480,504 16,870,974 86,553,237 5,709,798,241

442,457 0 47,787 394,670

284,755 0 17,896 266,859

14,382,899 0 1,697,181 12,685,718

340,000 0 0 340,000

8,280,087 0 2,757,267 5,522,820

13,664,321 2,466,875 4,668,975 11,462,221

190,069,606 14,265,558 22,013,341 182,321,823

134,090,008 138,541 16,583,693 117,644,856

682,943,567 0 0 682,943,567

974,011,619 0 33,358,569 940,653,050

期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額勘定科目

基本財産 該当なし



特定資産

近代化基金

施設運営基金

利子補給資金

事業資金

固定資産

土地

建物

建物付属設備

構築物

車両

備品什器

機械設備

電話加入権

下水道施設利用権

長期前払費用

建設仮勘定

＜一般事業＞

退職給付引当資産

財政調整積立金

記念事業積立金

緊急救援輸送対策積立金

＜研修会館等事業＞

＜施設運営基金事業＞

４．担保に供している資産

該当する資産はない。

小　　　計 6,155,315,504 (4,789,853,318) (1,272,777,341) (92,684,845)

合　　　計 6,155,315,504 (4,789,853,318) (1,272,777,341) (92,684,845)

施設取得資金 153,823,946 (0) (153,823,946)

施設整備・維持管理引当資
産

46,309,705 (0) (46,309,705)

60,000,000 (0) (60,000,000)

施設備品什器補修引当資
産

8,690,000 (0) (8,690,000)

60,989,500 (0) (60,989,500)

23,019,267 (0) (23,019,267)

0 (0) (0)

92,684,845 (0) (0) (92,684,845)

394,670 (0) (394,670)

266,859 (255,419) (11,440)

12,685,718 (11,258,339) (1,427,379)

340,000 (340,000) (0)

5,522,820 (5,522,819) (1)

11,462,221 (11,373,150) (89,071)

182,321,823 (165,683,670) (16,638,153)

117,644,856 (112,189,282) (5,455,574)

682,943,567 (378,239,598) (304,703,969)

940,653,050 (552,377,802) (388,275,248)

9,771,125 (0) (9,771,125)

74,870,011 (0) (74,870,011)

2,616,832,013 (2,616,832,013) (0)

1,054,089,508 (935,781,226) (118,308,282)

＜運輸事業振興助成交付金
事業＞

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

勘定科目



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（１）一般事業

什器備品

ソフトウェア

構築物

建物付属設備

（２）研修会館等事業

建物付属設備

構築物

什器備品

ソフトウェア

（３）運輸事業振興助成交付金事業

建　　　　物

建物付属設備

構築物

車両

什器備品

機械設備

下水道施設利用権

長期前払費用

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（１）一般事業

利付金融債

合　　　　　計

勘定科目

合　　　　　計

勘定科目

合　　　　　計 10,000,000 10,000,000 0

帳簿価額 時　　　価 評価損益

10,000,000 10,000,000 0

2,562,659,986 1,291,767,519 1,270,892,467

268,454 61,145 207,309

23,601,932 10,916,214 12,685,718

713,250 318,580 394,670

13,243,497 7,720,677 5,522,820

131,016,962 119,554,741 11,462,221

541,557,096 359,235,273 182,321,823

290,366,734 172,721,878 117,644,856

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,561,892,061 621,239,011 940,653,050

183,600 110,160 73,440

8,857,863 819,590 8,038,273

6,681,304 88,453 6,592,851

1,517,537 544,631 972,906

76,346 399,076

1,296,819

26,392,467 16,610,556 9,781,911

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,340,581 2,178,421 162,160

19,477,520 11,221,105 8,256,415

取得価額 減価償却累計額 当期末残高勘定科目

車両 2,906,378 2,906,377 1

合　　　　　計

勘定科目

79,237 12,721 66,516

475,422

1,588,751 291,932



（２）研修会館等事業

（３）運輸事業振興助成交付金事業

７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

利付金融債

利付金融債

合　　　　　計

勘定科目

合　　　　　計

合　　　　計

勘定科目

残高なし。

0 852,046,493 852,046,493 0

トラック輸送取引環
境 ・ 労 働 時 間 改 善
地 方 協 議 会
開 催 助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 620,946 620,946 0

残高なし。

人 材 確 保 支 援
事 業 助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 334,240 334,240 0 残高なし。

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ 事 故 防 止 大 会 ）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 300,000 300,000 0

近代化基金融資利
子 補 給 金 助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 4,551,307 4,551,307 0 残高なし。

残高なし。

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ ト ラ ッ ク の 日
全国統一広報事業）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 1,500,000 1,500,000 0 残高なし。

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ ド ラ イ バ ー
コ ン テ ス ト ）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 1,000,000 1,000,000 0

残高なし。
地方適正化事業体
制 整 備 助 成 金

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 13,888,000 13,888,000 0

0

助成金

828,652,000828,652,000

補助金等の名称 交付者 前期末残高

運輸事業振興助成
交 付 金

補助金

0福岡県

当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,230,000,000 1,230,000,000 0

1,230,000,000 1,230,000,000 0

0 0 0

貸借対照
表上の記載

区分

0 0 0

帳簿価額 時　　　価 評価損益

帳簿価額 時　　　価 評価損益

残高なし。

残高なし。

全 国 関 連 事 業
推 進 助 成 金
（ 災 害 物 資 輸 送
体 制 整 備 ）

全日本
ﾄﾗｯｸ協会

0 1,200,000 1,200,000 0



８．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

９．重要な後発事象

該当する事項はない。

１０．付属明細書

（１）「基本財産及び特定資産の明細」については、本注記２に記載の通り。

（２）「引当金の明細」については、以下の通り。

合　　　　　　計

退職給付引当金

内　　　　容

合　　　　計

金　　　額

経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額

85,095,057 12,604,368 15,393,903 0 82,305,522

その他目的使用
勘定科目

86,475,057 13,304,368 15,393,903 0 84,385,522

期首帳簿価額 当期増加額
当期減少額

期末帳簿価額

59,788,516

除却損計上による振替額 38,635

59,827,151

役員退職慰労引当金 1,380,000 700,000 0 0 2,080,000


